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　人口減少に伴って、労働力不足が急速に表面
化しています。日本政府は2019年 4月に入管
法を改正し、外国人労働者を積極的に受け入れ
る方向を打ち出しました。しかし、外国人が暮
らしやすい生活環境が地域の中で整っていると
は言い難い現状があります。
　欧州の主要国は、第二次世界大戦後の復興期
に、労働力不足を補うため、多くの移民を受け
入れてきました。欧州の地域統合が進む中でも、
各国が独自の移民政策を行っており、いろいろ
な経験を積んできました。
　そこで、今回は欧州の事情に詳しい北海道大
学公共政策大学院の遠藤乾院長に、欧州におけ
る多文化共生の歴史と現状から、わが国におけ
る外国人との共生に向けた課題と方向につい
て、お話をうかがいました。

（インタビュー日：2019年12月16日）

欧州の移民政策を振り返る

―EU（欧州連合）離脱を巡るイギリスの動き
の背景には移民問題があるといわれています。
欧州が経済統合を目指していくために、労働の
自由な移動は欠かせませんが、一方で移民・難
民の急増は深刻な社会問題を生み出していま
す。EU委員会は、これまでこの問題にどのよ
うに向き合ってきたのでしょうか。

北海道大学
公共政策大学院
院長
Ken Endo

遠藤　乾氏
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遠藤　EUの移民政策では、共通の認識として
タンペレ・アジェンダが掲げられています。こ
れは、第三国の国民の法的地位は、加盟国民の
地位に近づけられるべきであって、一定の期間、
ある加盟国に合法的に居住し、長期居住許可を
保持している者は、EU市民が享受しているも
のと可能な限り近い権利をその加盟国において
与えられるべきであるという考え方です。そこ
から、居住や教育を受ける権利、雇用者や自営
業者として働く権利、さらに居住している国の
国民との差別の禁止などが導かれてきました。
　また、EU加盟国の国民は、EU域内の移動は
自由が保障されています。ヨーロッパの国家間
では、国境検査なしで国境を越えることを許可
するシェンゲン協定があり、移動の自由を尊重
する体制をつくってきました。それがEU域内
のモビリティ（動きやすさ、移動性）に力を貸
してきた背景があります。
　移動しやすい環境があればあるほど、どんな
国の人でも同じような扱いをしなければならな
くなります。
　その一方で、シティズンシップ（市民権、公
民権）の付与は、それぞれの加盟国がつかさどっ
ています。
　EU委員会や欧州司法裁判所は、EU域内の人
たちが、ナショナリティを理由に不利な扱いを
受けないように、社会保障や教育、賃金などに
ついて平等化する対応を行ってきました。EU
域内の加盟国民に対する扱いを、欧州内で均

なら

し
てきたわけです。
　EU域外からやってきた外国人への対応は加
盟国がそれぞれに対応しているので、EU委員
会には強い権限はありません。
　域内は自由移動ですが、域外からの流入につ
いては加盟国が管理し、入国して一定期間を
経過すると、基本的には同じ扱いをしなければ
いけないというようなフレームで対応してきま
した。

―原則は、一定の期間を経るとEU加盟国の
国民と同等の扱いを受けられるという考え方で
すね。

遠藤　2013年に欧州を代表する社会学者、ク
リスチャン・ヨプケの『軽いシティズンシップ
－市民、外国人、リベラリズムのゆくえ』を翻
訳しました。この本では、権利だけでなく、総
体としての市民的地位や帰化、言語教育や法律
など、戦後のヨーロッパ移民とシティズンシッ
プのあり方の変遷を整理しています。
　戦後の高度成長の中では、とりわけ西ドイツ
やフランスがたくさんの移民を受け入れまし
た。不況時には移民を排斥するような流れもあ
りましたが、今では二世、三世が育ってきてい
ます。そんな中で、外国人と共生しながらうま
く社会が回っていくのかを考えてきた歴史があ
り、その先行事例や変遷をたどっています。シ
ティズンシップのあり方は収れんしていくと、
同じような傾向を示していくという結論です。
　それが“軽いシティズンシップ”です。入手
しやすいとか、帰化しやすいとか、そんな意味
合いで、あまり中身を伴わない形式的なものに
なってきたという、経緯があります。

―EU市民という言葉がありますが、移民を
受け入れる側の国民の意識は時代の推移ととも
に変化してきているのでしょうか。

遠藤　その心理的な反応は、精神科医のエリザ
ベス・キューブラー・ロスが唱えた「死の受容
プロセス」に当てはめることができます。まず
否定があり、次に怒り、取引、諦め、そして受
容に至ります。
　政策としての対応は、最初は一時的な滞在を
想定して、母国に帰ることを前提に組み立てら
れます。ところが、これまでのヨーロッパの経
験からもわかるように、入国すると必ず定住す
る人が出てきます。また、とりわけ移民たちは
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みんなで肩を寄せ合うので、どこかの地区に集
住する傾向があります。
　スイスの作家、マックス・フリッシュが「労
働者を呼んだのに、来たのは人間であった」と
いう有名な言葉を残していますが、人間ですか
ら生活を営み始めると、家族を呼び寄せるし、
子どももできます。そうなると強制送還は難し
くなってきます。民主国であれば、目の前にい
ると不平等な扱いを放置することは、なかなか
できません。
　自国民の反発は出てきますが、言葉を話せな
いと困るので学校に行かなければならないし、
けがをすると大変なので保険がないといけない
という話になっていきます。住居がなければ、
社会的にも不安定な環境が生まれます。
　そうしたことからシティズンシップが整理さ
れてきたわけです。その過程の中で、出生地主
義や血統主義など、シティズンシップの考え方
の違いが徐々に収れんして、ヨーロッパ全体で
共通化していくようになってきたのです。

移民を受け入れた欧州各国の現状から

―多様な人種、宗教、文化が混在するEU内
で、自由に労働ができるというルールが出来た
ら、大きな影響が出ることは十分予想されたと
思われます。その点は、各国でしっかり議論さ
れてきたのではないかと思うのですが。

遠藤　その点は、議論が十分だったように思え
ません。
　ブレグジット※で、2016年の国民投票直前に
イギリスを訪問しましたが、ボストンでの話が
とても印象に残っています。そこはイングラン
ド中東部の港町で、ここからアメリカのボスト
ンに旅立った人がたくさんいた、古いまちです。
このまちには、ポーランドやリトアニアなどの
EU域内からきた移民労働者がたくさん住んで
います。

　ここでイギリス独立党の地方議員に取材をし
ました。会うなり抱きしめられて「お前たちは
南アフリカに勝っただろう。DVDを 3回も見
たぞ」と言われました。最初は何のことを言っ
ているのかわからなかったのですが、前回のラ
グビーワールドカップのことでした。そして、
その後に「日本は理想の国だ。移民がいない」
と言うのです。理想も実態も違うので、複雑な
気持ちになりました。
　彼の話を聞いていると、確かにそんなに生易
しいものではないことがわかりました。彼はパ
ブの経営者ですが、小学生の子どもを店に呼ん
で、ひとクラスに何人の子どもがいて、そのう
ち外国人が何人だと説明させるのです。ちょっ
とやりすぎだと思いましたが、クラスの半分以
上が英語を話せない移民労働者の子どもたちだ
と言うのです。そんな状況であれば、学級崩壊
しても仕方がないと思いました。自分たちのイ
ギリスを取り戻したいと主張する気持ちもよく
わかります。
　ただ、彼は移民のせいにしていましたが、よ
く考えてみると、これは公共政策の失敗です。
当時のイギリスは、キャメロン首相やオズボー
ン財務大臣らの保守党政権のもとで、ものすご
い緊縮財政を打ち出していました。それは地方
政府の立場から考えると、急増する外国人に対
応するための政策資源が奪われることを意味し
ます。お金から人員など、何から何まで資源を
引き上げてしまったので、外国人が集中した地
域の課題にまったく対応できない状況になって
しまいました。住宅、教育、そして医療と、必
要な対策が何もできないわけですから、地元の
人たちが怒るのも当然です。
　2015年のイギリスにおける外国人の純増は
約33万人で、この数字が国民投票の前にずい
ぶん取り上げられました。イギリス政府は移民
の受け入れを10万人にする目標を立てていた
のに、現実は約 3倍で、全くコントロールで
きていなかったからです。

※　ブレグジット

2016年に起こったイギ
リスのEU離脱問題の
こと。英語でイギリス
を意味するBritainと、
離脱を意味するexitを
組み合わせた言葉。
EU在留の是非につい
て、2016年 6 月に国民
投票が行われ、 離脱が
わずかに投票率を上
回った。2020年 1 月31
日午後11時（日本時間
2月1日午前 8時）、イ
ギリスはEUから離脱
した。
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―移民を多く受け入れてきたドイツやフラン
スはどんな状況だったのでしょうか。

遠藤　ドイツは2015年に100万人ほどの移民・
難民が押し寄せて、大混乱になったことがあり
ました。ただ、報道では問題やトラブルばかり
が報じられていますが、そればかりではありま
せん。
　西ドイツでは1970年代にトルコ系移民がた
くさん押し寄せて、定住していった歴史があり
ます。入国して暮らし始めると、定住してしま
うという基本的な事実があります。そこに住ん
でいて目の前にいるようになると、民主国であ
れば外国人であっても平等に扱わなければなら
なくなります。問題はあるのですが、ドイツは
徐々にトルコ系の住民を包摂していった歴史が
あり、二世、三世にはサッカーの代表選手もい
ます。
　ドイツはゆっくりと多民族国家、多文化国家
に変貌していったので、2015年のときも全国
民の10%が難民支援ボランティアに参加したと
いわれています。それだけ多民族国家、多文化
国家が根付いてきているといえます。
　事件や事故、テロ、トラブルなどのマイナス
面ばかりが報道されていますが、そればかりで
はないことは、知っておいていただきたいと思
います。
　フランスはドゴール空港からパリ市街に行く
途中の郊外に、移民の集住する地区があります。
多くは移民三世などのフランス人ですが、イス
ラムなどの外国人系の名前だったり、移民が多
い地区の住所だったりすると、それだけで差別
される状況が残っています。

最低限必要な住宅、教育、医療への対応

―日本では移民という言葉を使っていません
が、2019年 4月の入管法改正で、わが国も積
極的に外国人労働者を受け入れるようになりま

した。厚生労働省によると2018年10月末の外
国人労働者数は、約146万人です。前年同期比
で約18万人の増加で、その増加率は14.2%と急
増しています。

遠藤　その数字には、資格外活動ということで
留学生も含まれていますが、アメリカやイギリ
スは学生ビザが非常に厳格で、留学中はほとん
ど労働ができないようになっています。しかし、
日本にやってくる留学生は週に28時間までア
ルバイトができ、夏休みなどの長期の休み期間
は、40時間まで働くことができます。わが国で
は留学生も労働者の一部になっている実態があ
ります。
　OECD（経済協力開発機構）のデータでは、
日本の年間の外国人受け入れ数はドイツ、アメ
リカ、イギリスに次いで第 4位（2016年）と
世界のトップクラスです。1年間に20万人近
い外国人が日本にやってきているわけですから、
大変な数です。この現状は、先ほどのイギリス
と比べてみてもかなりの数だと思います。
　大きな問題は政府の対応です。日本では今で
も移民という言葉を使っていません。いまだに
移民を受け入れるべきか、否かなどという論
争をしています。でも、実態は移民がいるわけ
です。

―ヨーロッパの経験を振り返ると、これから
日本が外国人労働者を受け入れていくために
は、どんな地域社会づくりを目指していくのか
をしっかり考えておかなければいけないと思い
ます。

遠藤　ただ、残念ながらヨーロッパの中でも、
その解になるような地域は見当たりません。移
民受け入れの対応は、イギリスとフランスが対
照的です。イギリスは基本的に放置して、「多
文化主義だから、それぞれ勝手にやってくださ
い」という、国はあまり関与しない対応でした。

外国人との共生に向けた課題と方向
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　一方で、フランスは移民を集団として特別視
してはいけないという考え方です。個人主義を
尊重し、それをインテグレーション（統合）と
呼んで、フランス人になることを前提にしてい
ます。それはフランス語を話すということと限
りなく同義です。だから、移民についての統計
もありません。その結果、郊外に外国人が集住
して、その地域は荒れ果ててしまうのです。そ
こにはイスラム系の二世、三世がいますが、移
民ではなくフランスの市民なので、移民の集団
としては扱えないわけです。でも、実態は無理
があって、イギリス流とは違う意味での放置に
つながっています。
　そのようにイギリスもフランスもいずれもう
まくいっていません。暴動やテロの背景にはそ
んなことがあります。
　そこから学ぶべきことは、お互いにその壁を
突き崩すような包摂の仕方を考えることです。
日本人にならなくてもいいのですが、日本社会
に溶け込めるような仕組みや体制が重要です。

そのためにはしっかりした語学教育が必要で、
職があることも包摂の一つのツールになります。
　1990年代以降、日本にも南米、主にブラジ
ルから外国人労働者が流入していますが、その
子どもたちの中に義務教育を受けていない人も
います。今後、この問題も表面化してくるよう
に思います。

―一方で、中南米系の人たちの中からは、高
度なスキルを持った人材も出てきています。人
材資源を育てていくための環境整備も大切で
しょう。

遠藤　しっかり教育を受けて、職に就いた人た
ちは、職場という存在によって社会的に包摂さ
れているといえます。子どもがいる場合は、そ
の子どもが地域社会に溶け込めるかなど、いろ
いろな課題がありますが、今後、日本政府が外
国人労働者にどのようにどんなリソース（資源）
をつけようとしているのかがポイントでしょう。
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　ヨーロッパの経験を踏まえると、最低限必要
な対応は住宅、教育、医療の三つです。
　外国人労働者を受け入れる限り、集住してし
まう傾向があるため、その地域にそれらの資源
を投入できる体制をつくらなければいけません。

外国人を包摂するための基金を

―具体的にはどのような体制が必要でしょ
うか。

遠藤　お話したようにEUでは域内の労働者の
移動は自由ですが、移民は集住する傾向があり
ます。EUは外国人が集中したところでも移動
をそのまま可能にしていました。一方で、受け
入れ国は廉価な労働力を得られ、送り出し国は
送金を通じて経済的に潤います。
　その経過を振り返って、EUと受け入れ国と
送り出し国の三者が集まって、移民基金のよう
なものを設立して、外国人労働者が集中したと
ころに政策を打てる原資を持つべきだったと考
えました。
　そこで、日本の場合も経済的に潤う主体の国
と地方、あるいは業界などが共同でお金を出し
合って基金を設立し、外国人労働者が比較的短
期間に集中した地区に資金を投入できる体制を
整えるべきだと思います。例えば、5年などの
短期間に、人口の3～5％など一定以上の割合
で外国人労働者が集中した地域を対象にするな
どの指標を設けて、最低限対応しなければいけ
ない住宅と学校・教育、医療の三つについて、
対応する仕組みをつくってはどうかと思います。
　EUでもそのようなシステムを事前に設けてい
れば、加盟国民の不満はあれほど高まらなかっ
たのではないでしょうか。あれは文化的な摩擦
以上に、公共政策上の不備です。EUが移動の
自由を許しているのであれば、なぜそうしたこ
とを考えなかったのかと改めて思いました。

―今後は、欧州ではなし得なかった教訓を踏
まえて、日本での政策議論を進めていくことが
大切ですね。そこでは、外国人労働者を送り出
す国と、受け入れる日本との幅広いパートナー
シップづくりも重要だと感じます。

遠藤　ヨーロッパの歴史から、彼らの失敗の経
験を学んで、そこから日本でどんな政策を打っ
ていくべきかを考えていくことが大切です。
　今の日本政府は、地方に丸投げで、これが大
きな問題です。地方に負荷をかけているだけで
す。日本政府が外国人労働者を受け入れること
を打ち出したわけですから、政府の責任できち
んと外国人を社会に包摂していくための仕組み
を考えなければいけません。

―ヨーロッパの中で、多文化主義を実践する
ために、積極的に取り組んでいる事例はありま
せんか。

遠藤　ドイツでは、外国人の意向が反映できる
よう外国人代表者会議を設けているところがあ
ります。
　日本でもそれらを参考に神奈川県川崎市が、
外国人市民代表者会議を設置しています。外国
人市民をともに生きる地域社会づくりのパート
ナーと位置付けて、公募で選考された外国人が、
外国人市民の代表者として活動しています。教
育や情報、住宅、福祉、国際交流、市政参加、
防災など、これまでいろいろな提言が出されて
いて、施策に反映できるように行政も努力して
います。そのような試みは非常に重要です。
　政策を遂行するにはお金が必要ですが、予算
を付けてもお金を賢く使わないと意味がありま
せん。単に住宅や教育、医療にお金をばらまく
のではなく、地方自治体が事務局になって、外
国人の皆さんの意見を集約できる場が必要だと
思います。日本に住んでいる外国人が関心事や
心配事を気軽に話せて、それを政策に反映でき

外国人との共生に向けた課題と方向



8 20.3

る仕組みが自治体の中に根付いていくといいと
思います。
　資金だけでなく、日本に住む外国人を包摂で
きるソフトなメカニズムを組み入れていくこと
が重要です。
　地元の商店会や雇用主などのレベルでもいい
のですが、行政の人たちも一緒に話ができる場
が1年に 1回あるだけでも違うと思います。

―今後、日本はどのような方向で外国人労働
者を受け入れていけばいいのでしょうか。

遠藤　日本政府は移民という言葉を使っていま
せんが、実質上は移民で、それを受け入れると
決めたのは日本政府ですから、まずはしっかり
政府がその責任を果たすことが第一です。その
責任の取り方の一つが、帰国を想定するのでは
ないことや、移民でないという否定形であって
はいけないという、考え方の転換です。
　ヨーロッパから学べば、全員とは限りません
が、一定数は定住するわけです。それを社会で
どのように包摂していくかという対策は、まず
国として一生懸命考えてほしいと思います。こ
れは、公共政策の大きなテーマです。
　そのためには、先ほど申し上げたような移民
基金のようなものをつくって、移民が集中した
ところには予算や人材を投入する仕組みをつく
ることです。
　そこでは住宅と教育、そして医療が最低限必
要な要素です。さらに踏み込むならば、単にそ
うしたものに資金を出すだけでなく、外国人が
気持ちよく生活できるための意見を発表する場
を設けて、そういう仕組みを全国に普及させて
いくような取り組みが必要だと思います。

―外国人の声をくみ取って政策につなげてい
く仕組みは大事でしょう。
　貴重なヨーロッパの経験をお聞きしてきまし
たが、課題も多くあるようです。残された命題

に対して、いかに日本らしい外国人受け入れ政
策を構築していくかが、問われていると感じま
した。小手先の対処方策ではなく、体系的な公
共政策としてしっかり議論を深めていくことが
大切ですね。今日はありがとうございました。
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